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株式会社日本政策投資銀行、SOMPO リスクマネジメント株式会社、 

株式会社日本経済研究所、3社業務協力による 

「危機管理経営リスクアセスメントサービス」の提供開始 
 

 

株式会社日本政策投資銀行（代表取締役社長：渡辺一、以下「DBJ」という。）、SOMPOリスクマネ

ジメント株式会社（代表取締役社長：桜井淳一、以下「SRM」という。）および DBJグループの総合シ

ンクタンクである株式会社日本経済研究所（代表取締役：髙橋洋、以下「JERI」という。）は、企業の

危機管理経営力の高度化支援を目的とした「危機管理経営リスクアセスメントサービス」（以下「本サー

ビス」という。）の提供を開始いたしました。 

 

1. 協業および本サービス導入の背景 

大規模地震や感染症、気候変動、サイバー攻撃等、多様化・複雑化する企業経営上のリスクを踏

まえると、自助・共助の対応力向上は社会において喫緊の課題となっています。かかる状況下にお

いて、企業はいかなる状況においてもステークホルダーや社会の要請に応えるため、事業資産の損

害を最小限にとどめ、中核となる事業の継続あるいは早期復旧を実行しなければなりません。 

 本サービスは、企業の全社的かつ一元的なリスク管理体制の構築を支援することで、危機管理経

営力の向上に資することを目的とし、DBJ、SRM、JERI の 3 社協同で提供を開始したものです。 

 

業務協力体制 

 
 

2. 本サービスの概要 

公表情報と対話の双方を通じてお客様を取り巻く事業環境の変化を捉え、全社的かつ一元的なリ

2020年4月、株式会社日本政策投資銀行及びSOMPOホールディングス株式会社は防災、事業継続対策、危機管理経営を促進する事業において業務協力協
定を締結しています。また、2010年より、各子会社である株式会社日本経済研究所、SOMPOリスクマネジメント株式会社間においても業務協力協定を締結し、協
業して参りました。
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スク管理体制の実現を支援いたします。 

企業防災、オールハザード対応の BCP・BCM、サイバーセキュリティ対策、気候変動リスクへ

の適応など中期経営計画や長期ビジョンの達成を阻害する要因は様々です。これらのリスクに対し

て、法令遵守のみならず、企業の危機管理の専門技術（リスクコントロールとリスクファイナンス

等）の活用について、その費用対効果を踏まえたソリューションをご提示すると共に、危機管理経

営委員会等の運営等、お客様の危機管理経営実務を伴走させて頂く内容です。 

 

 
  

本サービスは、お客様を取り巻く事業環境の変化を中・長期の観点で見据え、中期経営計画や

長期ビジョンの達成を阻害する要因を漏れなく洗い出しを行った上で、それらの要因が発生した

際の財務への影響を算出し、さらに、それらに対する事前の対応策を提示するものです。 

サービス提供にあたっては、リスクコンサルティング業界においても先駆的サービスを提供す

る事業者である SRMの定量的なリスク分析のノウハウや、DBJの BCM格付融資、JERIの

BCP策定コンサルティングにて培った事業継続マネジメント体制の構築や実践のノウハウを活用

することで、お客様の危機管理経営力向上の一助とさせていただきます。 

本サービスにおける詳細の情報について以下 URLをご確認下さい。 

 https://www.dbj-sustainability-rating.jp/bcm/files/rmservice/bcm_rmservice_pdf_01.pdf 

 

 

【本件に関するお問合せ先】 

株式会社日本政策投資銀行 サステナビリティ企画部 電話番号 ０３－３２４４－１１７０ 

 

 

成長・

イノベーション創出

グローバルリスク群へ

の対処

AI活用と人財確保

安全な労働環境

第4次産業革命と

サイバーセキュリティ

ESG対応

気候変動適応

主要リスクの認知 成果報告

・対話
・アセスメント
・提案

②網羅的なリスクの抽出
・既存のリスクカテゴリーの整理
・新たなリスクの認知

①事業環境の変化の認知
・有価証券報告書の改訂
・感染症の流行…等

④定量的なリスク影響度の算出
・最大想定損害額が与える
財務（BS、PL）への影響

③重要リスクの選定
・リスクの発生頻度分析
・リスクの影響度分析

⑤対応策の提示
・リスクコントロール
・リスクファイナンス

【主な対話項目】

②網羅的なリスクの抽出
・事業環境リスク・災害労働環
境リスク一覧表の制作

①事業環境の変化の認知
・経営陣とのダイアログや
第三者意見の提供

④定量的なリスク影響度の算出
・財務シミュレーション

③重要リスクの選定
・リスクランドスケープの制作

⑤対応策の提示
・BCM・BCPの策定支援
・保険等リスク転嫁商品紹介

【成果物例】

クライアント企業

https://www.dbj-sustainability-rating.jp/bcm/files/rmservice/bcm_rmservice_pdf_01.pdf

